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第 1章 序論 
 
1.1 本研究の背景 
 
1.1.1 施工現場の現状 
 コンクリートは打ち込み後，十分に締固めを行わなければならない。コンクリ
ートの締固めは，振動機の振動によって生成される加速度の伝播によって，コン
クリートを液状化させ，連行空気以外の空隙を削除して密実なものとする作業
である。締固めが十分でないと，硬化後のコンクリートの力学的性質，水密性，
耐久性が損なわれることになる。一方，過剰な振動は，材料分離を生じさせ，コ
ンクリートの品質を低下させる原因となる。 
通常，現場でのコンクリートの締固めには内部振動機が用いられ，振動機を挿
入する間隔，振動を加える時間がコンクリートの品質を決定することになる。す
なわち，構造物の品質を確保するためには，適切な時間，適切な挿入間隔で締固
めを行うことが重要である。土木学会コンクリート標準示方書をはじめとする
コンクリートの締固めに関する基準では，内部振動機の挿入間隔，振動時間，締
固め終了の目安が記述されているが 1)，それらは定性的表現に止まっており，内
部振動機を用いた締固めは施工環境や作業員の技量に左右されやすく，振動機
の挿入間隔および振動を加える時間は作業員の経験的判断に委ねられている。
その反面，現在では少子高齢化の進行に伴う高度な機械化，省力化およびコスト
削減により，現場技術者や作業員が減少しており 2)，施工技術者の締固めに対す
る認識は低いのが現状である 3)。締固めが適切に行われなかった場合，豆板やあ
ばた，砂すじなどの施工欠陥を引き起こし，所要の品質を満足するコンクリート
構造物が得られない可能性がある。施工欠陥の発生を防止し，構造物の品質を確
保するためには，施工条件に応じた適切な締固めを行うことが重要である。 
近年の構造条件は，以前より相当厳しいものが多くなっている。兵庫県南部地
震以降の耐震基準見直しによる配筋の過密化が進行しており，かぶり部の締固
め作業が困難となる場合が多い。柱や壁などの施工において，組み立てた鉄筋の
内側にコンクリートを打ち込み，締固めを行う場合，かぶり部にコンクリートを
流動させ，密実で均質な状態にしなければならない。かぶり部のコンクリートの
品質は構造物の耐久性にとって重要であるが，かぶり部の充填性に着目した研
究 4)，5)，6)は比較的少ないのが現状である。 
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1.1.2 コンクリートのワーカビリティー評価の現状 
 コンクリートの締固め性を確保するためには，ワーカビリティーを適切に評
価する必要がある。コンクリートのワーカビリティーは，運搬，打込み，締固め，
仕上げなどの作業の容易さを表すものであり，流動性や材料分離抵抗性など，
様々な要因が複雑に関連する性質である。ワーカビリティーは，従来からスラン
プ試験によって評価されてきたが，スランプ試験は降伏値を評価するものであ
り，ワーカビリティーを直接的に評価するものではない 7)。 
良質な骨材が得られ，混和材の種類も少なかった時代では，コンクリートの分
離抵抗性に影響を及ぼす要因が少なく，スランプ試験によるワーカビリティー
の間接的な評価が可能であった。従来のコンクリート用骨材としては，細骨材は
川砂および山陸砂，粗骨材は川砂利および山陸砂利が用いられていた。しかしな
がら，近年では骨材資源の枯渇が進行し，環境保護および資源の有効利用等の観
点から，産業副産物をコンクリートの材料として使用することが多い。高炉スラ
グ骨材やフェロニッケルスラグ骨材等がコンクリート用骨材として使用される
ほか，結合材としてはフライアッシュセメント等が使用されている。また，高性
能減水剤等，様々な化学混和剤の使用量も増加しており，コンクリートの使用材
料は年々多様化している。これによって，現在ではスランプが同一であってもコ
ンクリートのワーカビリティーは相違する場合があり，スランプ試験でワーカ
ビリティーを評価することが困難になっている。 
コンクリートのワーカビリティーは多くの要因の影響を受けるとともに，流
動性と材料分離抵抗性という互いに相反する性質を併せ持つ複雑な性質である
ため，厳密な評価を行うことは難しい。現在では，スランプ試験後，試料側面や
スランプ板を叩き，コンクリートが変形状態からワーカビリティーを判断する
ことが行われている 7)。コンクリートのワーカビリティー評価方法はいくつか提
案されているが 8)，9)，10)，石井ら 11)は簡便かつ有効なワーカビリティー評価手法
としてタンピング試験を提案している。タンピング試験では，試料の変形過程に
おける状態を定量的に表現することで，特別な機器を用いることなく，現場にお
いても簡易的にコンクリートのワーカビリティーの定量的な評価を行うことが
できる。 
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1.2 本研究の目的 
 
コンクリートの締固め作業の過程は，(1)自重および振動による拡がり，(2)鉄
筋の間隙通過，(3)密実化を行う締固めの 3 種類からなると考えられる。本研究
では，このうち鉄筋の間隙通過および密実化の過程に着目した。 
本研究は鉄筋の内側にコンクリートを打ち込み，内部振動機の振動によって
かぶり部へ横方向に流動させた場合を想定し，細骨材率が異なるコンクリート
の締固め特性に及ぼす配筋条件ならびに締固め条件の影響を明らかにすること
を目的としている。配筋条件は鉄筋の芯間隔を変化させた 2 種類，締固め条件
は内部振動機の挿入位置を変化させた 3 種類とし，目標スランプ 8cm，水セメ
ント比 55%で細骨材率を変化させた 3 水準のコンクリートに対し，かぶり部の
充填性および振動伝播特性について検討を行った。また，本研究ではスランプ試
験で評価できない施工性能を評価することを目的としてタンピング試験を行っ
ている。 
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1.3 本論文の構成 
 
本論文は全 5章で構成されている。 
「第 1章 序論」では，本研究の背景および目的を示している。 
「第 2 章 既往の研究」では，本研究に関連する既往の研究について取りま
とめている。 
「第 3章 かぶり部の充填性に及ぼす配筋ならびに締固め条件の影響」では，
配合が異なるコンクリートの充填性に及ぼす配筋ならびに締固め条件の影響に
ついて検討を行っている。内部振動機の作用によりかぶり部にコンクリートを
流動させ，型枠面を想定したかぶり部表面での充填状況を観察した。コンクリー
トの配合は細骨材率 37，42および 47%の 3 水準とし，水セメント比は 55%，目
標スランプは 8cmで一定とした。配筋条件は芯間隔を 90ならびに 125mmとし，
締固め条件は内部振動機を鉄筋から 250，150あるいは 80mm の位置に挿入した
3ケースとした。 
実験の結果，配筋が過密であるほど，同一締固め時間におけるかぶり部のコン
クリート充填高さは小さくなる傾向が認められた。また内部振動機の挿入位置
が鉄筋に近いほどかぶり部におけるコンクリートの充填性は向上し，振動機を
鉄筋から 80mm の位置に挿入した場合では配合に関わらず同等の充填性を有し
ていた。なお，細骨材率を 47%とした配合の場合では，かぶり部の充填性に配筋
条件が及ぼす影響はほとんど認められず，細骨材率が小さいほど配筋条件が及
ぼす影響は顕著となった。本研究の条件下では，鉄筋の芯間隔が 90mm 以下の
場合，細骨材率が小さいほどかぶり部に未充填部が残る危険性が高く，内部振動
機の挿入位置を鉄筋位置に近づける，あるいは締固め時間を適切に定める必要
があることが明らかとなった。 
「第 4 章 振動伝播特性に及ぼす配筋ならびに締固め条件の影響」では，配
合が異なるコンクリートの振動伝播特性に及ぼす配筋ならびに締固め条件の影
響について検討を行っている。加速度センサを用いて応答加速度を測定し，内部
振動機の加速度伝播に関して考察を行った。さらに既往の研究成果をもとに締
固めエネルギーの観点から考察を行った。コンクリートの配合および配筋，締固
め条件は第 3章と同様である。 
実験の結果，振動機の挿入位置を鉄筋から 250mm とした場合，細骨材率が小
さいほど応答加速度の低下は大きく，振動伝播特性に及ぼす配筋条件の影響は
大きくなることを明らかにした。締固めエネルギーの観点からも同様の傾向が
認められ，細骨材率が小さいほどかぶり部の締固め完了にはより多くの時間を
要することが確認された。また振動機の挿入位置を鉄筋から 150mm の位置とし
た場合，いずれの配合においても鉄筋近傍及びかぶり部における締固めエネル
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ギーはほとんど同じとなり，振動機を鉄筋から 80mm の位置に挿入した場合で
はさらに振動伝播特性が向上することが明らかとなった。本研究の条件におい
て，鉄筋の芯間隔が 90mm 以下で細骨材率を 37%とした場合では，鉄筋近傍及
びかぶり部において締固めが不十分となる危険性が高くなることが明らかとな
った。以上より，コンクリートの締固めにあたっては，配筋条件ならびに配合条
件を考慮し，内部振動機の挿入位置および締固め時間を適切に変化させる必要
があることを明らかにした。 
 「第 5章 結論」では，本研究で得られた知見を取りまとめている。 
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第 2章 既往の研究 
 
2.1 コンクリートの流動性 
 
2.1.1 フレッシュコンクリートのレオロジー 
 フレッシュコンクリートに外力を加えて流動させたときの，流線間のせん断
応力とひずみ速度の関係は一般に図 2-1 のようになる。このように，あるせん
断力を超えないと流動を開始しないものをビンガム流体という。比較的軟練り
のコンクリートはビンガム流体にごく近い性状を示し，その流動に式(2-1)に示
すビンガム流体のレオロジー基礎式を適用することができる 1)。 
   
fpl
           (2-1) 
 ここに，τ：せん断応力(Pa)，γ：ひずみ速度(s-1)，ηpl：塑性粘度(Pa･s)，τf：降
伏値(Pa) 
 軟練りコンクリートのコンシステンシーは式(2-1)に示すレオロジー定数(塑性
粘度および降伏値)によって表され，塑性粘度および降伏値が小さいほど流動性
が大きいことを表す。 
 
 
 
 
ηplτf
流
動
速
度
γ
せん断応力τ
1
図 2-1 コンシステンシー曲線 
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2.1.2 余剰ペースト膜厚理論 
 コンクリートの流動性一定の条件のもと，セメントペーストの性状を一定に
した場合(一般的には，水セメント比を一定)，単位ペースト量は骨材間の空隙量
と密接な関係があるため，細・粗骨材混合物の空隙特性を調べることは，コンク
リートの配合理論の研究にとって重要な意味を持つ。コンクリートの流動性，材
料分離抵抗性，プラスティシティーなどのフレッシュ時の性状にはセメントペ
ーストの性質が影響するが，セメントペーストの性質を一定とした場合，これら
の性状は骨材とセメントペーストの相対量および骨材の特性，さらには，骨材間
空隙量と骨材表面積に支配されると考えられる。これらの要因を総合的に表す
配合理論として，余剰ペースト膜厚理論 2)がある。 
 余剰ペースト膜厚理論は，1940 年に Kennedy,C.T.により提唱されたものであ
る。余剰ペーストとは，フレッシュコンクリートを骨材とセメントペーストから
なる二相材料と仮定し，密充填状態の骨材間空隙を満たすために必要なペース
ト量を全ペースト量から差し引いた残りのペーストのことである。余剰ペース
ト膜厚理論では，骨材の周囲を取り巻く余剰ペースト膜厚の存在により骨材が
分散されることで，コンクリートに流動性が寄与されると考え，このときの骨材
間の分散距離とセメントペーストの性状によってコンクリートの流動性が定め
るとしている。余剰ペースト膜厚理論のモデル図を図 2-2に示す。 
 
 
ペースト 骨材
充填ペースト
骨材
余剰ペースト
余剰ペースト膜厚
余剰ペースト
充填ペースト
骨材
最密充填された状態 骨材が分散した状態
図 2-2 余剰ペースト膜厚理論 
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2.1.3 流動性の評価方法 
 プラスティックなコンクリートの流動性の評価手法としては，スランプ試験
(JIS A 1101)が用いられる。 
スランプ試験のモデルを図 2-3 に示す 1)。試料の任意の水平断面(試料上面か
らの距離 x)に働く外力は，その断面から上方部分の自重 Wx による垂直応力 σx
である(慣性力は無視する)。一軸応力状態であるから，水平断面の半径を rxとす
ると，最大せん断応力 τx=σx/2=Wx/2πrx2となる。 
試料が変形すると，rx は拡大するので，τx は次第に減少し，τx=τf(降伏値)とな
ったときに静止する。このときの試料上面の下がりがスランプ値となる。 
したがって，スランプ値は降伏値の関数であり，塑性粘度の影響はごく小さい。
厳密にはスランプ試験はコンシステンシーの一部を測定していることになる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
σx
τx
Wx
半径rx
x
図 2-3 スランプ試験モデル 
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2.2 コンクリートの材料分離抵抗性 
 
2.2.1 材料の分離 
 コンクリートの取り扱い中における粗骨材の分離傾向は，以下のように考え
ることができる 1)。 
 コンクリート塊が落下するとき，落下速度を v とし，骨材粒子を半径 r の球と
仮定すれば(図 2-4)，粗骨材粒子の運動エネルギーF は式(2-2)のようになる。 
   232 v)r
3
4
(
2
1
mv
2
1
F           (2-2) 
 ここに，m：粗骨材粒子の質量，ρ：粗骨材粒子の密度 
骨材粒子の表面積 S=4πｒ2であるので，分離傾向 β は式(2-3)で表される。 
   



K6
rv
SK
F 2
          (2-3) 
 ここに，Kμ：粗骨材の表面粗度に関する関数 
 式(2-3)より，粗骨材の分離傾向は，粗骨材の粒径，密度，コンクリートの流動
性および落下速度が大きいほど，また粗骨材の表面粗度が小さいほど大きくな
ることがわかる。一般に，最大寸法が過大である粗骨材を用いた場合，粒度が粗
すぎる粗骨材を用いた場合，単位骨材量が多すぎた場合，単位水量が多すぎた場
合などに，材料分離の傾向が大きくなる。 
 
 
 
 
 
m
v
図 2-4 コンクリート塊の落下 
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2.2.2 材料分離抵抗性の評価方法 
 材料分離の状態は，スランプ試験における試料の外観形状によっても，おおよ
その判断は可能であるが，コンクリートの洗い分析試験(JIS A 1123)を行うこと
で定量的な評価を行うことができる。 
 コンクリートの材料分離抵抗性は，単位水量や粉体量はもとより，使用する粉
体の種類や，細・粗骨材の粒度および粒径によっても相違する。しかし，ペース
トの粘性が特に支配的要因であるため，ペーストの粘性を決定する水粉体比が
重要であると考えられる。そこで，単位水量とともに，セメントや混和材などの
単位粉体量を材料分離抵抗性の指標とすることが提案されている 3)。 
 また，単位粉体量の少ない場合，材料分離を生じやすい状態にあり，この傾向
はスランプが大きくなるほど顕著である。その場合，細骨材率を大きくして材料
分離抵抗性の低下を補う配合の補正を行うが，設定されたスランプに対して適
切な材料分離抵抗性を有するコンクリートを得ることは難しい。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
第 2 章 既往の研究 
12 
 
2.3 コンクリートのワーカビリティー 
 
2.3.1 ワーカビリティーの考え方 
 ワーカビリティーとは，材料分離を生じることなく運搬，打込み，締固め，仕
上げなどの作業が円滑で容易にできる程度を示すフレッシュコンクリートの性
質であり，図 2-5 に示すように，流動性と材料分離抵抗性との相互作用によっ
て良否が定まると考えられる 3)。 
 厳密には，スランプは材料分離抵抗性と流動性の複合されたワーカビリティ
ーの程度を示す指標であるが，コンクリートの性能を容易に評価できる試験方
法として汎用されていることから，適切な材料分離抵抗性を有していることを
前提とすれば，スランプを流動性の指標と考えられる。 
 材料分離抵抗性は，粉体量と単位水量との関係，粗骨材の最大寸法，粗骨材量
や細骨材率などにより定まる性質であるが，これらの要因のうち最も影響が大
きいと考えられる単位粉体量を指標とすると，単位粉体量と材料分離抵抗性の
関係についての概念は図 2-6のように表される。 
 また，図 2-7に示すように，構造物の種類や部材寸法，鋼材量や鉄筋間隔など
の施工条件によって当然ながら要求されるワーカビリティーのレベルは異なり，
配筋が高密度になるほどより高いレベルのワーカビリティーが要求される。な
お，構造条件や施工条件に対応するワーカビリティーの要求レベルは，過去の施
工実績または実施工を模擬した施工試験結果にもとづいて設定する。 
 要求されるワーカビリティーを満足するコンクリートを得るためには，使用
材料や配合面での対応とともに，適用する配合に応じて振動締固めの加減を調
整するなど，配合と施工との多様な組み合わせが存在する。しかしながら，この
ような振動締固めの加減による方法は材料分離抵抗性への影響が大きく，流動
性の小さいコンクリートに対する過度な締固めは材料分離の原因となり，また，
コンクリート製造時のわずかな品質変動や振動締固め量の違いによっても材料
分離を生じ易く，密実な充填が得られない可能性がある。逆に，同じ材料分離抵
抗性のままで流動性を大きくしただけでは，振動締固めの程度が同等の場合，密
実に充填できる範囲は小さくなり，要求性能を達成できないリスクが高くなる
(図 2-8)。これらの不具合の発生は，図 2-9に示すように，配筋条件が厳しいほ
どより顕著となる。 
 したがって，単に流動性の大きな配合とするのではなく，製造時の品質のばら
つきおよび振動締固めに伴う品質変動に対しても密実な充填が可能な範囲が広
く安定して施工できるよう，その流動性に応じて適切な材料分離抵抗性を付与
した配合を選定する必要がある(図 2-10) 
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図 2-5 密実充填を達成するコンクリートのワーカビリティーの考え方 
図 2-6 密実充填を達成するワーカビリティーにおける 
粉体量と材料分離抵抗性の考え方 
図 2-7 密実充填を達成するワーカビリティーにおける 
構造条件と要求レベルの考え方 
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図 2-8 過度な締固めがワーカビリティーに及ぼす影響 
図 2-9 過度な締固めがワーカビリティーに及ぼす影響(高密度配筋の場合) 
図 2-10 品質変化に対するワーカビリティー付与の考え方 
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2.3.2 ワーカビリティーの評価方法 
(1) 加振ボックス充填試験 
浦野ら 4)は，高流動コンクリート充てん装置を用いた間隙通過性試験方法
(JSCE-F 511)のうち，ボックス形充てん装置(図 2-11)を用いたコンクリートの間
隙通過性の評価方法を提案している。コンクリートを A 室の上端まで投入し，
A 室中央部に内部振動機を挿入した後，仕切りゲートを開き内部振動機を作動
させて，B 室の充填速度および粗骨材量変化率の測定を行っている。 
図 2-12はその実験結果を示したものである。流動障害の本数が増加するほ
ど充てん速度は小さく，材料分離の程度は増大する傾向がある。また，スラン
プが小さいケースほど充てん速度が小さくなること，単位粉体量の小さなケー
スほど，鉄筋間における粗骨材の停滞が起こりやすくため，充てん速度は小さ
く，材料分離の程度は大きくなることが示された。これらの結果より，加振ボ
ックス充てん試験を用いることによって，スランプだけではなく使用材料や配
合による間隙通過性の相違を評価することができ，間隙通過性のよい配合の選
定が可能であると結論づけている。 
 
 
 
 
 
充填速度(単位水量一定) 粗骨材量変化率 (単位水量一定)
仕切り板
仕切りゲート
A室 B室
流動障害
充填速度(粉体量一定) 粗骨材量変化率 (粉体量一定)
図 2-11 充填装置 図 2-12 浦野らの実験結果 
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 橋本ら 5)は，ボックス形充てん装置および U 形充てん装置を用いて，単位粗
骨材量を一定，単位セメント量を 3 水準としたコンクリートの間隙通過性につ
いて検討している。その結果，単位セメント量が多いほど，充てん時間は短くな
り，材料分離の程度は小さくなる傾向があることを示した。これは，単位セメン
ト量が多いほど粘性が増加し，コンクリートが一体となって流動障害を通過す
るためであると考察している。また，図 2-13に示すように，U 形充てん装置を
用いた場合に比べ，ボックス形充てん装置を用いた方がコンクリートの配合条
件による間隙通過性の違いを明確に示すことが可能であり，コンクリートの配
合照査を行う際には，ボックス形充てん装置が適していることを示した。 
 石井ら 6)は，ボックス形充てん装置を用いて，細・粗骨材の粒度分布がコンク
リートの充てん性に及ぼす影響について検討している。コンクリートの充てん
性への影響は，粗骨材の粒度分布よりも細骨材の粒度分布のほうが卓越してい
ることを明らかにしている。また，図 2-14に示すように，間隙通過速度と粗骨
材の分離状況には相関があり，間隙通過速度が大きいほど分離しにくい傾向が
あることを示している。 
 
 
 
 
 
 
図 2-13 橋本らの実験結果 図 2-14 石井らの実験結果 
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(2) タンピング試験 
 石井ら 7)は，試料の変形過程における状態を定量的に表現することで，簡便
かつ有効なワーカビリティー評価手法としてタンピング試験を提案している。 
タンピング試験では，表 2-1および図 2-15に示す項目を測定する。測定項目
のうち，流動性を，一定の距離に広げるために必要なエネルギーと定義する
と，所要のスランプフローとなるためのタンピング回数は，コンシステンシー
を示す指標となる。また，材料分離抵抗性は試料上部の円形の有無が指標とな
る。コンクリートの材料分離をモルタルと粗骨材の分離と考えると，材料分離
抵抗性は，コンクリートの粘性によって支配的な影響を受ける。粘性が大きい
場合，衝撃を加えた際に試料の上部は粘性の影響が卓越し変形を起こさず，試
料の下部のみが変形することとなる。しかし，粘性が小さければ試料は上部で
変形し，その結果試料上部の円形を保持しなくなる。 
 
 
 
 
測定項目 方法等
スランプフロー
スランプコーン引き上げ時，スランプフロー
250，300，350，400および450mm時で以下の
項目について計測を行う
スランプ 各スランプフロー時のスランプを計測する
上面円形保持
各スランプフロー時に試料上部の円形の有無
を調べる
タンピング回数
質量1.2kgの木製の棒を高さ50cmからスランプ
板の四隅へ順に自由落下させてタンピングを
行い，各スランプフローに達するために必要
なタンピング回数を記録する
スランプ
スランプフロー
上面円形
表 2-1 タンピング試験の測定項目および方法 
図 2-15 タンピング試験の測定項目 
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 岸上ら 8)は，タンピング回数 1 回あたりのスランプフロー変化量をスランプフ
ロー変形係数 KSF と定義して，タンピング試験と加振ボックス充てん試験の結
果を比較した。タンピング試験の結果および間隙通過性はどちらも単位粗骨材
量の影響を受けやすく，スランプスロー変形係数 KSF と間隙通過速度には相関
関係があることを示した。 
 石井ら 6)は，骨材の粒度分布が異なる粗骨材および細骨材を組み合わせたコン
クリートについて，タンピング試験および加振ボックス充てん試験を行い，骨材
の粒度分布がコンクリートの充てん性に及ぼす影響を検討した。タンピング試
験および加振ボックス充てん試験の結果への影響は，どちらも，粗骨材の粒度分
布よりも細骨材の粒度分布の方が卓越しており，スランプフロー変形速度と間
隙通過速度にはスランプによらず一定の相関が認められることを明らかにした。
タンピング試験のスランプフロー速度は，間隙通過速度の代替指標として活用
できる可能性を示した。 
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2.4 コンクリートの締固め性 
 
2.4.1 内部振動機の一般理論 
 内部振動機は，偏心重錘の回転によって振動が生成され，フレッシュコンクリ
ート中に伝播する縦波は渦巻状の波面をもつ。岩崎ら 9)，10)が行った解析による
と，重錘の重心の方向よりも π/2 だけ遅れた方向に変位の最大値が生じ，コンク
リート中に伝達された変位は，重錘の角速度 ω に等しい角振動数の波動となっ
てコンクリート中を伝播する。内部振動機から伝播する波動が渦巻状の波面を
もつため，せん断ひずみ成分の影響が大きく，振動機に近いほど平面波の場合に
比較して液状化の作用が大きいが，振動機から 20cm 程度以上離れると波面が平
面波に近くなることが示された。 
 通常のコンクリートの振動締固めは，偏心重錘の回転によって振動が生成さ
れる。このときの起振力は式(2-4)で表される 10)。 
   2
0
mrX            (2-4) 
 ここに，X：起振力(N)，m：偏心重錘の質量(kg)，r0：重錘の偏心距離(m)，ω：
角速度(rad/s) 
内部振動機内の偏心重錘が高速回転するとき，任意の y 方向に着目すると，
図 2-16に示すように単振動となり，コンクリートの変位，速度および加速度は
それぞれ式(2-5)，(2-6)，(2-7)で表される。 
   ts i nry
0
           (2-5) 
   tc o srv
0
           (2-6) 
tsinr 2
0
           (2-7) 
 ここに， y：変位(m)，r0：振幅(m)，ω：角速度(rad/s)，t：時間(s)，v：速度(m/s)，
α：加速度(m/s2) 
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m m
T0r0
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y
図 2-16 単振動 
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振動数と振幅の関係を図 2-17に示す。一定加速度のもとでは，振動数を小さ
くすれば振幅は増加する。また，一定振幅のもとでは，振動数を大きくすれば加
速度は増加する。内部振動機による締固めでは，偏心重錘の回転によって振動が
生成される。偏心距離を変化させることは構造上困難であるが，振動数を変化さ
せることは電気的に容易であるので，加速度の調整は振動数を変化させること
で行われる。 
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図 2-17 振動数と振幅の関係 
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2.4.2 内部振動機の振動伝播特性 
村田ら 11)は，コンクリート中の加速度の減衰を図 2-18 のようにモデル化し，
負荷減衰，境界減衰，材料減衰，幾何減衰による加速度の減衰を次のように説明
している。 
 振動機をコンクリートに挿入する前の振動機表面の加速度を α とする。振
動機をコンクリートに挿入すると，振動機にはコンクリートのコンシステンシ
ーに応じた負荷がかかるので，加速度は減衰を生じる。このときの振動機表面の
加速度，すなわち振動機からの距離が 0cm の加速度を α´とし，挿入前後の加速
度の比を負荷減衰係数 ξ=α´/α とする。また，振動機がコンクリート中で振動し
ている間に，加速度センサで測定したデータを exp 曲線で表し材料減衰係数 Ω
を求める。さらに，曲線を延長して y 軸との交点を求めて α0 とする。振動機の
激しい振動によって振動機の周囲は液状化し，境界減衰が生じるので，α0と挿入
後の振動機表面の加速度は一致しない。2 つの加速度の比を境界伝達係数 ζ=α0／
α´とする。また，波動が 360 度あらゆる方向に伝播することを考慮し，幾何減衰
係数√(φ/2x)を設定する。これら 4 つの減衰係数をもとに，締固めエネルギーの
伝播関数を式(2-8)によって示すことができる。締固め条件による各減衰係数を
明らかにすることにより，任意振動条件での振動伝播係数を求めることが可能
となる。 
  )
2
x
e x p (
x2
m a x



           (2-8) 
 ここに，αmax：振動機から任意距離 x の加速度(m/s2)，ξ：負荷減衰係数，ζ：境
界伝達係数，α：無負荷時振動機表面の加速度(m/s2)，φ：振動機の直径(m)，Ω：
材料減衰係数，x：振動棒の中心からの距離(m) 
 
 
挿入前の振動機の加速度測定値α
挿入時の振動機の加速度測定値α´
挿入後の振動機の加速度測定値α0
振動機からの距離
加
速
度
測定値
内部振動機
図 2-18 振動伝播のモデル図 
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2.4.3 締固めエネルギー 
 コンクリートの締固めでは，振動機の振動によって試料に変位が生じ，変位の
時間的変化によって加速度が生成され，試料には慣性力が作用する 12)。慣性力
によって，コンクリートが液状化し，コンクリートを構成する粒子間の距離が縮
小されることで締固めが進行する。 
締固めの力学的挙動を模擬的に表したものを図 2-19に示す。コンクリートが
受ける運動エネルギーは，速度の時間変化に応じて変化する。運動エネルギーの
減少過程では，加速度が増大し，締固めが進行する。次の運動エネルギーの増大
過程では，加速度は減少し，試料の変形は不可逆的であるので，最大慣性力によ
って発生した変位は静止状態である。次の運動エネルギーの減少過程では，加速
度の作用方向が逆転するので，残された空隙にコンクリートが充填される。した
がって，締固め効果があるのは，最初の 1/4 サイクルと位相が変化する 3/4 サイ
クルであり，t 秒間にコンクリートが受ける締固めエネルギーは式(2-9)のように
なる 11)。 
   


2
0
t
f d yft2E  
     22rft   
     
f4
t
2
2
max


          (2-9) 
ここに，Et：t 秒間にコンクリートが受ける締固めエネルギー(J/L)，f：振動数
(Hz)，t：振動時間(s)，αmax：最大加速度 (m/s2)，ρ：単位容積質量(kg/L) 
 
 
0 π 2π
変位：y=r0sinωt
速度：v=r0ωcosωt
0 π 2π
運動エネルギー：E=1/2ρv2
0 π 2π
加速度：α=-r0ω2sinωt
0 π 2π
慣性力：F=ρα
0 π 2π
締固めの進行度
0 π 2π
図 2-18 締固めの力学的挙動 
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2.4.4 締固め完了エネルギー 
(1) 締固め度 
 コンクリートの締固め性は，コンクリートのコンシステンシーに応じた締固
め前における型枠中のコンクリートの見かけのかさ密度から，コンクリートの
示方配合による理論密度に至る変形の容易さを表すものと考えることができる。
そこで，梁ら 13)は，締固めの程度を，円筒容器中の試料の最も高い部分を高さ
とする円筒体積に対するコンクリート試料の真の体積の比として捉え，これを
締固め度 γ と定義し，式(2-10)によって表した。締固め度計測の概略を図-19 に
示す。 
   100
AH
m
100
h
H
0 

         (2-10) 
 ここに，γ：締固め度(%)，H0：配合に基づく理論上の単位容積質量まで締固め
られた時の試料の高さ(mm)，h：任意の締固め時間における試料の高さ(mm)，m：
試料の質量(kg)，ρ：試料の単位容積質量(kg/L)，A：円筒容器の底面積(mm2) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
変
形
の
進
行
H0
h
状態Ⅰ
(初期状態)
状態Ⅱ
(締固め完了)
図 2-19 締固め度の計測 
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(2) 締固め関数 
 國府 11)は，締固めエネルギーとコンクリートの締固め度の関係を式(2-11)で示
し，締固め関数とした。振動機の加速度がコンクリートのコンシステンシーに応
じた限界値以上であれば，同一配合のコンクリートにおける締固めエネルギー
と締固め度の関係は，振動条件によらず 1 つの関数で表される。締固め関数の
模式図を図 2-20に示す。 
    )bEexp(1)CC(C diif         (2-11) 
ここに，γ：締固め度(%)，E：締固めエネルギー(J/L)，Ci：初期締固め度(%)，
Cf：達成可能締固め度(%)，b および d：実験定数 
締固め関数の特性から，達成可能締固め度は締固めエネルギーが無限大で
100%に漸近するので，100%に近い適当な締固め度を定めることによって，締固
め完了エネルギーを求めることができる。梁ら 13)は，締固め度が 99.5%以上であ
れば，締め固めたコンクリートの外観，圧縮強度および単位容積質量が全て良好
な結果を示すことから，締固め度 99.5%に達する締固めエネルギーを締固め完了
エネルギーE99.5 とした。これによって締固め時間および締固め間隔の定量的判
断を可能とした． 
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図 2-20 締固め関数 
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 梁ら 14)は，配合が相違する同一スランプのコンクリートが有する締固め性に
ついて検討を行っている。その結果，スランプが同一であっても，細骨材の粒度
分布の相違によって締固め性が変化することを明らかにしている。また，締固め
完了エネルギーはスランプの増大に伴い減少することを示した。 
丸屋ら 15)は，スランプ試験後の試料に，締固め完了エネルギーに相当する振
動エネルギーを与えた結果，加振後のスランプフローがコンクリートの配合に
よらず 47cm であったことから，スランプフローが 47cm に達するまでスランプ
板を叩いたときに使用されたエネルギーを締固め完了エネルギーと見なしてよ
いことを明らかにした。また，スランプ試験後の試料を，スランプフローが 47cm
に達するまで叩いた後の試料上面の円形保持性からコンクリートの材料分離抵
抗性が判断できることを示した。 
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2.5 かぶり部の充填性に関する研究 
 
 尾上ら 16)，17)は，内部振動機の作用を受け鉄筋間を横方向に通過する場合を対
象に，鉄筋の径，純間隔および配置方向がかぶり部の充填性に及ぼす影響につい
て検討している(図 2-21)。図 2-22は実験の結果を示したものである。鉄筋間隙
通過性に関しては鉄筋の純間隔の影響が卓越していることを明らかにしている。
特に，純間隔が 35mm(骨材最大寸法の 1.75 倍)以下のとき，10~20mm の粗骨材
の変化量が顕著となることを示し，鉄筋近傍に粗骨材が凝集することで流動が
阻害され，構造体内部に欠陥が生じる危険性があると考察している。 
 さらに，コンクリートがかぶり部を充填する速度が小さい場合には，鉄筋通過
前後でコンクリートの配合変化が著しいことを明らかにし，配合変化を低減す
る対策としては，スランプを増大させることよりもコンクリートの粘性を高め
るほうが有効であると考察している。 
 
 
 
 
 
図 2-21 実験装置および配筋条件(尾上ら) 
図 2-22 実験結果(尾上ら) 
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 浦野ら 4)は，高架橋の高密度配筋部をモデル化した試験体(図 2-23)を用いて，
かぶり部の充填性に関する検討を行っている。実験の結果，スランプによって流
動化させる有効範囲および材料分離の傾向が異なることを示しており，配筋量
やスランプの大きさに応じて振動機の位置および振動機の挿入時間を決定する
ことが重要であると結論づけている。実験の結果を図 2-24に示す。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 2-24 実験結果(浦野ら) 
図 2-23 試験体概要(浦野ら) 
第 2 章 既往の研究 
28 
 小沼ら 18)は，かぶりコンクリートの材料分離程度，吸水率，圧縮応力，かぶり
部表面の乾燥収縮ひずみについて検討している。その結果，配筋が過密になるほ
どかぶりコンクリートの材料分離程度および吸水率は増加すること，かぶり側
表面における乾燥収縮ひずみの拘束応力が増加することにより，ひび割れが発
生しやすくなることを明らかにしている。また，これらが要因となり，配筋条件
が厳しく，材料分離程度が大きいほど，かぶり部の圧縮強度が低下傾向にあるこ
とを示している。 
 齋藤ら 19)は，細骨材率の相違がかぶりコンクリートの締固め性能に及ぼす影
響を検討し，細骨材率が増加するほど，かぶりコンクリートの材料分離程度は小
さくなり，圧縮強度が小さくなることを明らかにしている。 
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2.6 昨年度までの検討 
 
(1) コンクリートの締固め性に及ぼす鉄筋配置の影響 
筆者ら 20)は，鉄筋の配置が締固め特性に及ぼす影響について検討を行ってい
る。図 2-25は型枠の概略を，図 2-26は鉄筋の組立図を示したものである。加速
度センサは内部振動機の表面および振動機から 100mm 間隔で 400mm の位置ま
で計 5 個設置し，内部振動機の伝播加速度を 60 秒間測定している。図 2-27 は
内部振動機からの距離と応答加速度比の関係を示したものである。ここに，鉄筋
を配置しなかった場合の応答加速度に対する鉄筋を配置した場合の応答加速度
の比を応答加速度比としている。鉄筋の芯間隔が 75mm 以下である場合，鉄筋
通過後および鉄筋近傍における応答加速度比が 0.6 を下回っていることから，コ
ンクリート中を伝播する加速度の減衰は顕著となり，締固め性が悪化すること
を示している。 
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(2) 配合が相違するコンクリートに及ぼす鉄筋配置の影響 
永山ら 21)は，筆者らの実験と同様の配筋条件(図 3-2)のもと，配合が相違する
コンクリートの締固め特性に及ぼす鉄筋配置の影響について検討を行ってい
る。実験に使用した型枠の概略を図 3-4 に示す。加速度センサを内部振動機の
表面とおよび振動機から 100mm 間隔で 400mm の位置まで計 6 個設置し，内部
振動機の伝播加速度を測定している。図 2-28は，内部振動機からの距離と，
振動をかけ始めてから 5 秒から 15 秒までの 10 秒間の平均応答加速度の関係を
示したものである。なお，振動をかけ始めてから加速度が安定するまでに数秒
かかるため，5 秒から 15 秒までを検討対象としている。セメント量が多く粘性
が高いコンクリートの場合，締固め性は向上する傾向にあるが，鉄筋の芯間隔
による影響を受けやすい可能性があると考察している。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 2-29 応答加速度分布(永山ら) 
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第 3章 かぶり部の充填性に及ぼす配筋ならびに締固め条件の影響 
 
3.1 はじめに 
 第 3章は，細骨材率が相違するコンクリートを鉄筋より内側にのみ打ち込み，
内部振動機の作用によってかぶり部へ流動・充填させた場合を対象として，かぶ
り部の充填性に及ぼす配筋ならびに締固め条件の影響を検討したものである。 
 近年では，耐震基準の変更に伴う配筋の過密化によって，かぶり部の締固め作
業が困難となる場合が多い。そこで，本章では，コンクリートの打込み範囲を鉄
筋より内側のみとし，内部振動機の振動によってコンクリートかぶり部へ流動・
充填させた場合を想定した実験を行った。かぶり部表面には透明アクリル板を
設置し，型枠面を想定したかぶり部表面におけるコンクリートの充填状況を動
画として撮影した。さらに，目視により充填高さを測定し，充填高さ率を算出し
た。 
 コンクリートの配合は細骨材率 37，42 および 47%の 3 水準とし，水セメント
比は 55%，目標スランプは 8cm で一定とした。 
配筋条件は芯間隔を 90 ならびに 125mm の 2 種類とし，配筋条件がかぶり部
の充填性に及ぼす影響を配合ごとに比較・検討した。さらに，締固め条件が充填
性に及ぼす影響を検討するため，内部振動機を鉄筋から 250，150 あるいは 80mm
の位置に挿入した 3 種類のケースについてそれぞれ検討を行った。 
また，近年では骨材資源の枯渇や使用材料の多様化によって，スランプ試験で
コンクリートの施工性能を評価することが困難となっており、スランプが同一
であってもワーカビリティが異なる場合がある 1)。そこで，本研究ではスランプ
試験では評価することのできない施工性能を判断することを目的として，タン
ピング試験 2)を行っている。 
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3.2 実験概要 
 
3.2.1 使用材料 
 使用材料および配合を表 3-1 に示す。セメントは普通ポルトランドセメント
を使用した。細骨材には神奈川県相模原産砂岩砕砂および陸砂を使用し，粗骨材
には神奈川県相模原産砂岩砕石を用いた。また，混和材としては，リグニンスル
ホン酸化合物とポリオールの複合体を主成分とする AE 減水剤と，アルキルエー
テル系の AE 助剤を併せて使用した。 
 
 
 
 
 
3.2.2 コンクリートの配合 
 コンクリートの配合を表 3-2 に示す。水セメント比を 55%で一定とし，細骨
材率を 37，42 および 47%の 3 水準とした。目標スランプは 8cm，目標空気量は
4.5%で一定とした。 
 
 
 
 
 
品質
C
普通ポルトランドセメント
密度 3.16g/cm3
粗目 S1
神奈川県相模原産砕砂，粗粒率 2.82
表乾密度 2.59g/cm3，吸水率 2.57%
細目 S2
神奈川県相模原産陸砂，粗粒率 1.58
表乾密度 2.65g/cm3，吸水率 2.89%
G
神奈川県相模原産砂岩砕石，粗粒率 6.62
表乾密度 2.60g/cm3，吸水率 2.06%
AE減水剤 A1 リグニンスルホン酸化合物と
ポリオールの複合体
AE剤 A2 アルキルエーテル系
種類
セメント
細
骨
材
粗骨材
混
和
剤
S1 S2 A1 A2
37 160 292 538 138 1150 0.5 0.01
42 168 305 601 154 1041 0.4 0.008
47 175 319 661 169 935 0.25 0.006
混和剤
(C×%)水
W
セメント
C
細骨材 粗骨材
G
20 8 554.5
単位量(kg/m3)粗骨材の
最大寸法
(mm)
スランプ
(cm)
W/C
(%)
空気量
(%)
s/a
(%)
表 3-1 使用材料 
表 3-2 コンクリートの配合 
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3.2.3 使用機器 
 
(1) 内部振動機 
本研究では，周波数 50Hz，棒径 28mm の内部振動機を使用した。内部振動機
の性能を表 3-3に，本研究で使用した内部振動機を図 3-1に示す。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
メーカー エクセン
型式 BC28D
出力(W) 280
電圧(V) 100
電流(A) 5
振動数(Hz) 50
直径(mm) 28
長さ(mm) 340
表 3-3 内部振動機の性能 
図 3-1 本研究で使用した内部振動機 
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(2) 試験体概要 
 試験体の概要を図 3-2 に示す。本研究では，内部寸法 600×1000×300mm の鋼
製型枠を用いた。反射波の影響を低減するため，型枠の内側には厚さ 150mm お
よび 100mm のスタイロフォームを設置し，コンクリートの打設範囲を
300×800×250mm とした。型枠の内部には，かぶり厚さを 68mm として径 22mm
の鉄筋を配置し，かぶり部表面には透明アクリル板を設置し，充填状況を観察で
きるようにした。 
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図 3-2 試験体概要 
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3.2.4 配筋条件 
既往の研究 3)，4)を参考に，配筋条件は，図 3-3に示すように，格子状に組まれ
た鉄筋の芯間隔 125mm(純間隔 103mm)あるいは 90mm(純間隔 68mm)に変化させ
た 2 種類とした。なお，鉄筋は直径が 22mm のものを使用した。 
 
 
 
 
 
3.2.5 締固め条件 
 締固め条件は，図 3-4に示すように，内部振動機を鉄筋から 250mm の位置に
挿入したケース 1，内部振動機の挿入位置を鉄筋から 150mm としたケース 2，
内部振動機の挿入位置を鉄筋から 80mm(かぶり厚さと同じ距離)まで近づけたケ
ース 3 の 3 種類とした。 
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図 3-3 鉄筋組立図 
図 3-4 締固め条件 
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3.2.6 実験方法 
(1) フレッシュ性状試験 
 コンクリートのフレッシュ性状試験としては，スランプ試験および空気量試
験を，それぞれ JIS A1101 および JIS A 1128 に準拠して行った。スランプは 8.0
±1.0cm，空気量は 4.5±1.5%を満たすように，それぞれ混和剤量によって調整
した。また，コンクリートの練り上がり温度も併せて測定した。 
 
(2) タンピング試験 
 本研究では，スランプ試験では評価することのできない施工性能を評価する
ことを目的としてタンピング試験を行った。図 3-5 にタンピング試験の模式図
を，表 3-4に測定項目を示す。タンピング試験では，スランプ試験終了後，スラ
ンプ板の四隅に 1.2kg の木製の棒を高さ 500mm の高さから自由落下させること
でコンクリートに衝撃を与え，試料の変形状態を観察した。なお，床による影響
を除き，木製の棒を落下させた際の振動をスランプ板に一様に伝達させるため，
スランプ板の下には砂を約 10cm の厚さで敷いて試験を行った。 
 ここで，所定のエネルギーを与えたときの流動変形の程度を流動のしやすさ
と考えると，所要のスランプフローとなるためのタンピング回数は，コンシステ
ンシーを示す指標となる。また，コンクリートの材料分離をモルタルと粗骨材の
分離と考えると，材料分離抵抗性は，コンクリートの粘性によって支配的な影響
を受ける。粘性が大きい場合，衝撃を加えた際に試料の上部は粘性の影響が卓越
し変形を起こさず，試料の下部のみが変形することとなる。しかし，粘性が小さ
ければ試料は上部で変形し，その結果試料上部の円形を保持しなくなる。したが
って，材料分離抵抗性は試料上部の円形の有無が指標となる。 
 タンピング試験の手順を以下に示す。 
 
1) 試験時の床の影響を低減するために，スランプ板の下に砂を約 10cm 敷く。 
2) スランプ試験(JIS A 1101)を行う。 
3) 質量 1.2kg の木製の棒を高さ 500mm からスランプ板の四隅に時計回りに自
由落下させ，試料に衝撃を加える。 
4) 試料のスランプフローが 250mm に達したときの，スランプ，上部円形保持
の有無およびタンピング回数を測定する。 
5) 引き続きタンピングを続け，スランプフローが 300，350，400，450mm とな
ったとき，同様の項目を測定する。 
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スランプ
スランプフロー
上面円形
(砂)
質量1.2kg
500mm
300mm
測定項目 方法等
スランプフロー
スランプコーン引き上げ時，スランプフロー
250，300，350，400および450mm時で以下の
項目について計測を行う
スランプ 各スランプフロー時のスランプを計測する
上面円形保持
各スランプフロー時に試料上部の円形の有無
を調べる
タンピング回数
質量1.2kgの木製の棒を高さ50cmからスランプ
板の四隅へ順に自由落下させてタンピングを
行い，各スランプフローに達するために必要
なタンピング回数を記録する
図 3-5 タンピング試験模式図 
表 3-4 測定項目 
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(3) かぶり部充填状況の観察 
 スランプが 8.0±1.0cm，空気量が 4.5±1.5%を満たしていることを確認した後，
タンピング試験と平行して，かぶり部の充填状況の観察を行った。加振後の高さ
が 250mm となるように試料を鉄筋の内側部分に投入した後，内部振動機を加振
した状態で型枠底面から 125mm の深さまで挿入し，内部振動機の作用によって
かぶり部へ流動したコンクリートが充填される様子を動画として撮影した。動
画撮影は，充填が完了するまで，あるいは充填の進行がほとんど認められなくな
るまで行った。 
 さらに，目視によって充填高さを測定し，式(3-1)により充填高さ率を算出した。 
   100
H
H
P
max
t
t
           (3-1) 
 ここで，Pt：ある時間の充填高さ率(%)，Ht：ある時間の充填高さ(mm)，Hmax：
投入量から計算により求まる充填完了時の充填高さ(mm) 
 かぶり部充填状況観察の手順を以下に示す。 
 
1) コンクリートを鉄筋内部に，加振後の高さが 250mm となるように投入する。 
2) 動画撮影を開始する。 
3) 内部振動機の電源を入れ，振動機の先端から 3cm の部分が型枠底面から
125mm の高さとなるように、1 秒以内で型枠底面から 122mm の高さまで垂
直に挿入する。 
4) 試料がかぶり部へ流動・充填される様子を観察する。 
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3.3 実験結果および考察 
 
3.3.1 フレッシュ性状試験結果 
 コンクリートのフレッシュ性状試験結果を表 3-5 に示す。コンクリートの目
標スランプは 8.0±1.0cm,目標空気量は 4.5±1.5%とした。所定のフレッシュ性状
とするために使用した混和剤の使用量も併せて示している。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
1 7.5 4.5 16 0.5 0.01
2 9 5.5 22 0.5 0.01
3 7.5 4.5 14 0.5 0.01
1 7 4 16.5 0.4 0.008
2 8.5 3.5 15 0.4 0.008
3 8 4 17.5 0.4 0.008
1 8 4.5 15 0.25 0.006
2 8.5 4.5 18.5 0.25 0.006
3 7.5 4 13 0.25 0.006
AE減水剤
（C×%）
AE助剤
（C×%）
スランプ
（cm）
空気量
（%）
温度
(℃)
ケース
37
42
47
細骨材率
(%)
表 3-5 フレッシュ試験全結果 
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3.3.2 タンピング試験 
(1) タンピング試験結果 
 タンピング試験の全測定結果を表 3-6 に示す。スランプフローが所定の値と
なったときの，円形保持性，スランプおよびタンピング回数を示している。表中
の○は所定のスランプフロー時において試料上面の円形が保持されていること
を示し，×は円形が保持されていないことを示している。なお，ケース 1，2 お
よび 3 は，打設日が異なるため，配合が同一であってもその都度タンピング試
験を行った。 
 
 
 
 
 
 
 
 
初期 250 300 350 400 450
1 ○ ○ ○ ○ × ×
2 ○ ○ ○ × × ×
3 ○ ○ × × × ×
1 7.5 11 14 17.5 20 22
2 9 12.5 16 19 22 23.5
3 7.5 11 16 18.5 21 22
1 0 20 45 84 117 144
2 0 6 17 31 52 74
3 0 11 33 48 72 88
1 ○ ○ ○ ○ ○ ○
2 ○ ○ ○ ○ ○ ×
3 ○ ○ ○ ○ ○ ○
1 7 9.5 12 16.5 20.5 22.5
2 8.5 14 19 23 25 27
3 8 10.5 17 19.5 22 23.5
1 0 10 27 52 80 118
2 0 10 38 69 100 136
3 0 8 36 57 82 118
1 ○ ○ ○ ○ ○ ○
2 ○ ○ ○ ○ ○ ○
3 ○ ○ ○ ○ ○ ○
1 8 13.5 18 20 21.5 23
2 8.5 10.5 15.5 17.5 21 22.5
3 7.5 13.5 16.5 18 20.5 23
1 0 15 35 47 59 76
2 0 4 14 24 38 51
3 0 10 24 32 48 68
s/a
(%)
ケース 測定項目
スランプフロー(mm)
タンピング回数
円形保持
スランプ(cm)
タンピング回数
42
47
37
円形保持
スランプ(cm)
タンピング回数
円形保持
スランプ(cm)
表 3-6 タンピング試験全結果 
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(2) 流動性に関する考察 
 図 3-6 に，タンピング試験における各スランプフロー時のタンピング回数を
配合ごとに示す。細骨材率 37%の場合，配合が同じであるにも関わらず，ケース
1 のときにタンピング回数が明らかに増大している。これは，配合が同じである
ことから，木製の棒を自由落下させる高さのばらつきにより，試料に伝達するエ
ネルギーが他の場合と異なったことが原因と考えられる。したがって，以下では
細骨材率 37%のケース 1 の結果を考察の対象から外すこととすると，細骨材率
37%および細骨材 47%の場合はタンピング回数が少なく，細骨材率 42%の場合
はタンピング回数が多くなる傾向があることがわかる。この結果より，細骨材率
47%の場合は粉体量が多く粘性が高いため流動性が高く，細骨材率 42%の場合，
粉体量の減少によって流動性が低いことが示された。細骨材率 37%の場合は，
粗骨材を取り巻くペースト分の不足によって粘性が低下し，骨材が分離して拡
がったため，タンピング回数が減少したものと考えられる。また，以上より，ス
ランプが同一であってもスランプフローが所定の値となったときのタンピング
回数は相違し，コンクリートの流動性をより詳細に評価することができたと考
えられる。 
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図 3-6 各スランプフロー時のタンピング回数 
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(3) 材料分離抵抗性に関する考察 
 タンピング過程における上面円形保持性を図 3-7 に示す。各スランプフロー
時に上面の円形保持の有無を観察し，円形が保持されていないと判断した時点
を図中に丸(●)で示している。細骨材率 37%のケース 1 の結果は，木製の棒を自
由落下させる高さのばらつきにより，試料に伝達するエネルギーが他の場合と
異なったためと考え，考察の対象から外すこととする。細骨材率が低いほど試料
上面の円形保持性は低下する傾向にあり，特に，細骨材率 37%の場合は，少ない
タンピング回数で上面の円形が崩壊していることがわかる。これは，細骨材率が
低いほど，粉体量が減少し粘性が低下するため，より少ないエネルギーで円形が
崩壊したものと考えられる。一方，細骨材率が高い場合，衝撃を加えた際に試料
の上部は粘性の影響が卓越し変形を起こさず，試料の下部のみが変形したもの
と考えられる。この結果より，細骨材率が低いほど材料分離抵抗性が低く，特に
細骨材率 37%の場合，振動締固めの初期に材料の分離が生じる危険性が高いこ
とが示された。また，スランプが同一であっても，試料上面の円形保持性は異な
り，タンピング試験によって材料分離抵抗性を評価できることが示された。 
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図 3-7 試料上面の円形保持性 
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3.3.3 かぶり部充填状況 
かぶり部表面における充填状況を締固め条件および配筋条件ごとにまとめた
ものを図 3-8～図 3-16に示す。内部振動機が型枠底面から 125mm の深さまで達
した瞬間を 0 秒とし，5 秒～30 秒の時点の充填状況を 5 秒ごとにまとめた。か
ぶり部充填状況の動画撮影は，充填が完了するまで，あるいは充填の進行がほと
んど認められなくなるまで行ったが，ここでは，特に充填の効果が大きい加振後
30 秒間の充填状況を示す。 
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図 3-8 かぶり部充填状況(ケース 1，細骨材率 37%) 
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図 3-9 かぶり部充填状況(ケース 1，細骨材率 42%) 
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図 3-10 かぶり部充填状況(ケース 1，細骨材率 47%) 
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図 3-11 かぶり部充填状況(ケース 2，細骨材率 37%) 
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図 3-12 かぶり部充填状況(ケース 2，細骨材率 42%) 
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図 3-13 かぶり部充填状況(ケース 2，細骨材率 47%) 
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図 3-14 かぶり部充填状況(ケース 3，細骨材率 37%) 
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図 3-15 かぶり部充填状況(ケース 3，細骨材率 42%) 
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図 3-16 かぶり部充填状況(ケース 3，細骨材率 47%) 
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3.3.4 細骨材率がかぶり部の充填性に及ぼす影響 
(1) ケース 1(内部振動機挿入位置：250mm) 
 芯間隔を 125mm とした場合，細骨材率によって充填の挙動は大きく異なる結
果となった。細骨材率 37%の場合，加振後すぐに試料が鉄筋の間隙を通過し，加
振後 10～15 秒間で液状化が進行する様子が確認された。一方，細骨材率 42%の
場合では，試料が鉄筋の間隙を通過する際に詰まる様子が確認され，かぶり部へ
の流動は遅い結果となった。細骨材率 47%の場合，試料が詰まる様子は確認さ
れず，加振後すぐに試料が流動し加振後 10 秒時点で液状化が進行する様子が認
められた。また，細骨材率 37 および 47%の場合，加振後約 30 秒で充填が完了
したが，細骨材率 42%の場合は充填完了に約 60 秒必要とした。粘性が低い細骨
材率 37%の場合，粗骨材量は多いが，骨材が分離して流動し，比較的粘性が高い
細骨材率 42%の場合，骨材同士が分離しきれず，また粗骨材の量が比較的多い
ため，鉄筋の間隙部で試料が詰まったものと考えられる。細骨材率 47%の場合
は，粉体量が多く粗骨材量が少ないため，試料が一体となって間隙を通過したも
のと考えられる。 
芯間隔を 90mm とした場合においても，芯間隔 125mm の場合と同様，細骨材
率によって充填の挙動は大きく異なっている。また，図 3-17に示すように，加
振開始直後にコンクリートが鉄筋の上部からかぶり部へ流動する様子が確認さ
れた。鉄筋の上部からの流動は，配合によらず生じたことから，芯間隔が比較的
密になったことによるものと考えられる。かぶり部の充填性は細骨材率が小さ
いほど低下する傾向が認められた。細骨材率 37%の場合，加振直後は試料が流
動する様子が認められたが，加振後 10 秒以降は鉄筋の間隙をほとんど試料が通
過できず，120 秒間振動を加えても充填は完了されなかった。また，試料の液状
化の進行も遅く，加振後 60 秒の時点においても空隙が多く確認された。細骨材
率 42%の場合においても，細骨材率 37%の場合と比較すると，充填性はわずか
に向上してはいるが，充填完了に 120 秒を必要とした。また，加振後 20 秒以降
から液状化の作用が確認されたが，充填は遅く，加振後 30 秒の時点においても
空隙が認められる。一方，細骨材率 47%の場合では，他の配合に比べて，鉄筋の
間隙から試料が通過する様子がよく確認され，充填性が大きく向上している。密
実化の作用も早期に認められ，振動を加えてから 15 秒後には空隙を確認するこ
とはできない。これらの結果は，細骨材率が小さいほど粗骨材量が多いため，粗
骨材による鉄筋間隙部でのブロッキングが生じやすいことを示しており，粗骨
材のブロッキングによって，試料のかぶり部への流動が阻害され，密実化により
多くの時間を必要としたものと考えられる。図 3-18に加振後の試験体上面の様
子を示す。細骨材率が高いほど鉄筋周辺に粗骨材が目立ち，粗骨材によるブロッ
キングが生じたことを示していると考えられる。 
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図 3-17 鉄筋上部からの流動の様子(ケース 1，芯間隔 90mm) 
図 3-18 加振後の試験体上面(ケース 1，芯間隔 90mm) 
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(2) ケース 2(内部振動機挿入位置：150mm) 
 芯間隔 125mm の場合，細骨材率 37 および 42%のときは約 30 秒で充填が完了
しており，細骨材 47%のときは約 15秒で充填が完了した。細骨材率 37%の場合，
振動を加え始めると同時に試料が鉄筋の間隙を通過し，その後も時間の経過と
ともに充填されていく様子が認められた。液状化の作用は加振後 5 秒の時点か
ら認められ，10 秒の時点では空隙はほぼ除去された。細骨材率 42%の場合は，
細骨材率 37%の場合と比較するとやや充填の速度は遅いが，ほぼ同様の挙動を
示した。また，細骨材率 47%の場合では，充填の速度が速く，加振後 3 秒の時点
から液状化の作用が認められ，5 秒の時点では空隙は認められない結果となった。 
細骨材率が小さい場合，粉体量が多く粘性が高いため，充填性が高いことが示さ
れた。 
 芯間隔を 90mm とした場合，ケース 1 のときと同様，加振開始直後にコンク
リートが鉄筋の上部からかぶり部へ流動する様子が確認された(図 3-19)。細骨
材率 37%の場合，充填完了に約 60 秒必要とした。液状化の作用は振動を加えて
から 5 秒の時点から確認されたが，空隙が認められなくなるまでに約 20 秒間の
振動を必要とした。細骨材率 42%の場合，鉄筋の上部から流動した量が多く，充
填は 18 秒間でほぼ完了した。加振後 5 秒の時点から液状化が進行し，10 秒の時
点には空隙は認められない。細骨材率 47%の場合，25 秒で充填が完了した。加
振後 5 秒の時点から液状化が進行し，10 秒の時点で空隙はほぼ除去された。こ
れらの結果より，細骨材率 37%の場合，粗骨材によるブロッキングの影響が大
きいため充填に時間がかかったが，細骨材率 42 および 47%の場合では，粉体量
が多いため，充填の速度が大きかったものと考えられる。細骨材率 42%の場合
では，試料が鉄筋の上部から流動する量が特に多かったが，鉄筋間隙の試料の通
過や早期の液状化の進行が確認されたことから，粗骨材によるブロッキングは
生じておらず，実際には細骨材率 47%と同程度の充填性を有していると考えら
れる。 
 
 
 
 
(b) s/a=42% (c) s/a=47%(a) s/a=37%
図 3-19 鉄筋上部からの流動の様子(ケース 2，芯間隔 90mm) 
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(3) ケース 3(内部振動機挿入位置：80mm) 
 芯間隔を 125mm とした場合，細骨材率 37%のときは約 15 秒で，細骨材率 42
および 47%のときは約 10 秒で充填が完了した。細骨材率 37%の場合，振動を加
えると同時に試料が鉄筋の間隙を通過する様子が認められ，加振後 8 秒の時点
で空隙はほぼ認められない結果となった。細骨材率 42 および 47%の場合では，
試料がかぶり部へ流動した直後に液状化が進行し，空隙は 5 秒間でほぼ除去さ
れた。 
 芯間隔を 90mm とした場合，ケース 1 のときと同様，振動を加えると同時に
コンクリートが鉄筋の上部からかぶり部へ流動する様子が確認された(図 3-20)。
細骨材率 37%の場合は約 5 秒で，細骨材率 42 の場合は約 15 秒で充填が完了し
ており，細骨材率 47%のときは約 10秒で充填が完了した。細骨材率 37%の場合，
鉄筋の上部から流動した試料の量が多かったため，実際には細骨材率 42%の場
合と同程度の充填性を有していると考えられるが，試料のかぶり部への流動と
ほぼ同時に液状化の進行が認められたことから粗骨材の鉄筋間隙部におけるブ
ロッキングは生じていないと考えられる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(b) s/a=42% (c) s/a=47%(a) s/a=37%
図 3-20 鉄筋上部からの流動の様子(ケース 3，芯間隔 90mm) 
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3.3.5 配筋条件がかぶり部の充填性に及ぼす影響 
(1) ケース 1(内部振動機挿入位置：250mm) 
 図 3-21は，ケース 1 の，かぶり部の充填高さ率を配合ごとに示したものであ
る。配合によらず配筋条件の影響は認められるが，細骨材率 37%の場合，鉄筋の
芯間隔を 125mmから 90mmに変更したことによる充填高さの低下が特に顕著で
ある。この結果は，配筋が密であると粗骨材による鉄筋間隙部での閉塞が生じる
危険性があることを示していると考えられる。また，細骨材率 42 および 47%の
場合は，粉体量が多いため配筋条件による影響は比較的小さい結果となった。 
 
 
 
0
10
20
30
40
50
60
70
80
90
100
0 10 20 30 40 50 60
充
填
高
さ
率
(%
)
加振時間(s)
芯間隔125mm
芯間隔90mm
0
10
20
30
40
50
60
70
80
90
100
0 10 20 30 40 50 60
充
填
高
さ
率
(%
)
加振時間(s)
芯間隔125mm
芯間隔90mm
0
10
20
30
40
50
60
70
80
90
100
0 10 20 30 40 50 60
充
填
高
さ
率
(%
)
加振時間(s)
芯間隔125mm
芯間隔90mm
(a) s/a=37%
(b) s/a=42%
(c) s/a=47%
図 3-21 充填高さ率(ケース 1) 
第 3 章 かぶり部の充填性に及ぼす配筋ならびに締固め条件の影響 
60 
 
(2) ケース 2(内部振動機挿入位置：150mm) 
 図 3-22に，ケース 2 におけるかぶり部の充填高さ率を配合ごとに示す。細
骨材率 42%の場合，芯間隔 90mm としたときに充填高さ率が大きい値となって
いるが，これは鉄筋上部から流動した試料の量が多かったためと考えられる。
また，他の配合と比較して，細骨材率 37%の場合では，芯間隔を小さくしたこ
とで充填の速度が低下しており，充填完了に必要な時間が大きく増加してい
る。ケース 2 においても，細骨材率が小さいほど配筋条件の影響を受けやすい
傾向が示された。 
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(3) ケース 3(内部振動機挿入位置：80mm) 
 図 3-23は，ケース 3 におけるかぶり部の充填高さ率を配合ごとに示したも
のである。細骨材率 37 および 47%の場合，芯間隔を 90mm としたときに鉄筋
上部から流動した試料の量が多かったが，いずれの場合も液状化の進行速度が
同等であった。以上より，ケース 3 においては，配合によらず配筋条件の影響
はほとんど受けないと考えられる。 
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3.3.6 締固め条件がかぶり部の充填性に及ぼす影響 
 図 3-24は，かぶり部の充填高さ率を配合あるいは配筋条件ごとにまとめた
のである。芯間隔 125mm とした場合，ケース 1 では細骨材率 42%のときに充
填が遅い結果となったが，ケース 2 からケース 3 の順番で同一締固め時間にお
ける充填高さ率は増加しており，充填性が向上したことがわかる。これは，内
部振動機を鉄筋に近づけることによって，試料が鉄筋の間隙を通過する速度が
増加し，充填に必要な時間が短縮されたことを示している。同様に，細骨材率
37 および 42%の場合においても，振動機の挿入位置を鉄筋に近づけることによ
って充填性が向上した。 
芯間隔を 90mm とした場合，ケース 1 では細骨材率が低いほど充填高さ率が
低下する傾向が認められたが，どの配合においてもケース 1 からケース 3 の順
番で充填の速度は増加し，芯間隔 125mm の場合と同様，内部振動機の挿入位
置を鉄筋に近づけることによって充填性が向上した。細骨材率 42%の場合，ケ
ース 2 で充填の速度が大幅に上昇しているが，細骨材率 37%の場合では，ケー
ス 2 における充填の速度は，ケース 1 に比べて増加しているが，比較的遅い結
果となった。ケース 3 では，配合によらずほぼ同等の時間で充填が完了した。
この結果より，振動機の挿入位置を鉄筋に近づけることで，鉄筋間隙部での粗
骨材によるブロッキングが解消されたと考えられ，細骨材率が低く配筋が過密
である場合でも，内部振動機の挿入位置を鉄筋の近くにすることでかぶり部の
充填性は向上することが示された。また，以上より，かぶり部に未充填部を残
さないためには，配合や配筋条件に応じて内部振動機の挿入位置を適切に定め
る必要があることが示された。 
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3.4 まとめ 
 
細骨材率が相違するコンクリートを鉄筋より内側にのみ打ち込み，内部振動機
の作用によってかぶり部へ流動・充填させた場合を対象として，かぶり部の充
填性に及ぼす配筋ならびに締固め条件の影響について検討した。本章で得られ
た知見を以下に示す。 
 
(1) 細骨材率 37%の場合，配筋条件の影響を受けやすく，格子状に組み立てた
鉄筋の芯間隔を 90mm としたとき，鉄筋間隙部で粗骨材によるブロッキン
グが生じ，かぶり部の充填性が大きく低下する。一方，細骨材率 47%の場
合では，鉄筋の芯間隔を 125mm から 90mm に変更しても充填性の低下はほ
とんど認められず，配筋が密であっても，粉体量を高めることでかぶり部
の充填性は向上することが示された。 
(2) 内部振動機の挿入位置によって，かぶり部の充填性は相違し，細骨材率が
低いコンクリートであっても内部振動機を鉄筋の近くに挿入することによ
って充填性は向上し，鉄筋間隙部での粗骨材によるブロッキングが解消さ
れることが示された。 
(3) かぶり部の充填性はコンクリートの配合や配筋条件によって異なるため，
内部振動機の挿入位置を各種条件に応じて適切に定めることが未充填部を
残さないためには重要である。 
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第 4章 振動伝播特性に及ぼす配筋ならびに締固め条件の影響 
 
4.1 はじめに 
 第 4章は，細骨材率が相違するコンクリートを鉄筋より内側にのみ打ち込み，
内部振動機の作用によってかぶり部へ流動・充填させた場合を対象として，コン
クリートの振動伝播特性に及ぼす配筋ならびに締固め条件の影響を検討したも
のである。 
 近年では，耐震基準の変更に伴う配筋の過密化によって，かぶり部の締固め作
業が困難となる場合が多い。そこで，本章では，コンクリートの打込み範囲を鉄
筋より内側のみとし，内部振動機の振動によってコンクリートかぶり部へ流動・
充填させた場合を想定した実験を行った。型枠内部には加速度センサを設置し，
測定された応答加速度をもとに，コンクリート内部の締固め性について検討を
行った。さらに，既往の研究の結果 1)を参考にして，締固めエネルギーの観点か
ら考察をしている。 
 コンクリートの配合は第 3章と同様，細骨材率 37，42 および 47%の 3 水準と
し，水セメント比は 55%，目標スランプは 8cm で一定とした。 
配筋条件は芯間隔を 90 ならびに 125mm の 2 種類とし，配筋条件がかぶり部
の充填性に及ぼす影響を配合ごとに比較・検討した。さらに，締固め条件が充填
性に及ぼす影響を検討するため，内部振動機を鉄筋から 250，150 あるいは 80mm
の位置に挿入した 3 種類のケースについてそれぞれ検討を行った。 
また，近年では骨材資源の枯渇や使用材料の多様化によって，スランプ試験で
コンクリートの施工性能を評価することが困難となっており，スランプが同一
であってもワーカビリティが異なる場合がある 2)。そこで，本研究ではスランプ
試験では評価することのできない施工性能を判断することを目的として，タン
ピング試験 3)を行っている。 
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4.2 実験概要 
 
4.2.1 使用材料 
 使用材料および配合を表 4-1 に示す。セメントは普通ポルトランドセメント
を使用した。細骨材には神奈川県相模原産砂岩砕砂および陸砂を使用し，粗骨材
には神奈川県相模原産砂岩砕石を用いた。また，混和材としては，リグニンスル
ホン酸化合物とポリオールの複合体を主成分とする AE 減水剤と，アルキルエー
テル系の AE 助剤を併せて使用した。 
 
 
 
 
 
4.2.2 コンクリートの配合 
 コンクリートの配合を表 4-2 に示す。水セメント比を 55%で一定とし，細骨
材率を 37，42 および 47%の 3 水準とした。目標スランプは 8cm，目標空気量は
4.5%で一定とした。 
 
 
 
 
 
品質
C
普通ポルトランドセメント
密度 3.16g/cm3
粗目 S1
神奈川県相模原産砕砂，粗粒率 2.82
表乾密度 2.59g/cm3，吸水率 2.57%
細目 S2
神奈川県相模原産陸砂，粗粒率 1.58
表乾密度 2.65g/cm3，吸水率 2.89%
G
神奈川県相模原産砂岩砕石，粗粒率 6.62
表乾密度 2.60g/cm3，吸水率 2.06%
AE減水剤 A1 リグニンスルホン酸化合物と
ポリオールの複合体
AE剤 A2 アルキルエーテル系
種類
セメント
細
骨
材
粗骨材
混
和
剤
S1 S2 A1 A2
37 160 292 538 138 1150 0.5 0.01
42 168 305 601 154 1041 0.4 0.008
47 175 319 661 169 935 0.25 0.006
混和剤
(C×%)水
W
セメント
C
細骨材 粗骨材
G
20 8 554.5
単位量(kg/m3)粗骨材の
最大寸法
(mm)
スランプ
(cm)
W/C
(%)
空気量
(%)
s/a
(%)
表 4-1 使用材料 
表 4-2 コンクリートの配合 
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4.2.3 使用機器 
 
(1) 内部振動機 
本研究では，周波数 50Hz，棒径 28mm の内部振動機を使用した。内部振動機
の性能を表 4-3に，本研究で使用した内部振動機を図 4-1に示す。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
メーカー エクセン
型式 BC28D
出力(W) 280
電圧(V) 100
電流(A) 5
振動数(Hz) 50
直径(mm) 28
長さ(mm) 340
表 4-3 内部振動機の性能 
図 4-1 本研究で使用した内部振動機 
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(2) 加速度センサ 
加速度センサは内部振動機の表面および型枠内部に設置した。内部振動機の
表面に取り付けた加速度センサは容量 200G，コンクリート中に埋没した加速度
センサは容量 20G のものを使用した。内部振動機に取り付けた加速度センサは，
図 4-2 に示すように，先端から 3cm の位置に接着剤およびテープで固定した。
コンクリート中に埋没した加速度センサは，図 4-3 に示すように，アルミ板と
アングルを接着し，たこ糸で引っ張ることで固定した。 
 
 
 
 
 
 
図 4-2 内部振動機に固定した加速度センサ 
図 4-3 型枠内部に設置した加速度センサ 
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(3) 試験体概要 
 試験体の概要を図 4-4 に示す。本研究では，内部寸法 600×1000×300mm の鋼
製型枠を用いた。反射波の影響を低減するため，型枠の内側には厚さ 150mm お
よび 100mm のスタイロフォームを設置し，コンクリートの打設範囲を
300×800×250mm とした。型枠の内部には，かぶり厚さを 68mm として径 22mm
の鉄筋を配置し，かぶり部表面には透明アクリル板を設置し，充填状況を観察で
きるようにした。 
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100mm 430mm
350mm 80mm
(平面図) (側面図)
図 4-4 試験体概要 
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4.2.4 配筋条件 
既往の研究 4),5)を参考に，配筋条件は，図 4-5に示すように，格子状に組まれ
た鉄筋の芯間隔を 125mm(純間隔 103mm)あるいは 90mm(純間隔 68mm)に変化さ
せた 2 種類とした。なお，鉄筋は直径が 22mm のものを使用した。 
 
 
 
 
 
4.2.5 締固め条件 
 締固め条件は，図 4-6に示すように，内部振動機を鉄筋から 250mm の位置に
挿入したケース 1，内部振動機の挿入位置を鉄筋から 150mm としたケース 2，
内部振動機の挿入位置を鉄筋から 80mm(かぶり厚さと同じ距離)まで近づけたケ
ース 3 の 3 種類とした。 
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図 4-5 鉄筋組立図 
図 4-6 締固め条件 
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4.2.6 実験方法 
(1) フレッシュ性状試験 
 コンクリートのフレッシュ性状試験としては，スランプ試験および空気量試
験を，それぞれ JIS A1101 および JIS A 1128 に準拠して行った。スランプは 8.0
±1.0cm，空気量は 4.5±1.5%を満たすように，それぞれ混和剤量によって調整
した。また，コンクリートの練り上がり温度も併せて測定した。 
 
(2) タンピング試験 
 本研究では，スランプ試験では評価することのできない施工性能を評価する
ことを目的としてタンピング試験を行った。図 4-7 にタンピング試験の模式図
を，表 4-4に測定項目を示す。タンピング試験では，スランプ試験終了後，スラ
ンプ板の四隅に 1.2kg の木製の棒を高さ 500mm の高さから自由落下させること
でコンクリートに衝撃を与え，試料の変形状態を観察した。なお，床による影響
を除き，木製の棒を落下させた際の振動をスランプ板に一様に伝達させるため，
スランプ板の下には砂を約 10cm の厚さで敷いて試験を行った。 
 ここで，所定のエネルギーを与えたときの流動変形の程度を流動のしやすさ
と考えると，所要のスランプフローとなるためのタンピング回数は，コンシステ
ンシーを示す指標となる。また，コンクリートの材料分離をモルタルと粗骨材の
分離と考えると，材料分離抵抗性は，コンクリートの粘性によって支配的な影響
を受ける。粘性が大きい場合，衝撃を加えた際に試料の上部は粘性の影響が卓越
し変形を起こさず，試料の下部のみが変形することとなる。しかし，粘性が小さ
ければ試料は上部で変形し，その結果試料上部の円形を保持しなくなる。したが
って，材料分離抵抗性は試料上部の円形の有無が指標となる。 
 タンピング試験の手順を以下に示す。 
 
1) 試験時の床の影響を低減するために，スランプ板の下に砂を約 10cm 敷く。 
2) スランプ試験(JIS A 1101)を行う。 
3) 質量 1.2kg の木製の棒を高さ 500mm からスランプ板の四隅に時計回りに自
由落下させ，試料に衝撃を加える。 
4) 試料のスランプフローが 250mm に達したときの，スランプ，上部円形保持
の有無およびタンピング回数を測定する。 
5) 引き続きタンピングを続け，スランプフローが 300，350，400，450mm とな
ったとき，同様の項目を測定する。 
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スランプ
スランプフロー
上面円形
(砂)
質量1.2kg
500mm
300mm
測定項目 方法等
スランプフロー
スランプコーン引き上げ時，スランプフロー
250，300，350，400および450mm時で以下の
項目について計測を行う
スランプ 各スランプフロー時のスランプを計測する
上面円形保持
各スランプフロー時に試料上部の円形の有無
を調べる
タンピング回数
質量1.2kgの木製の棒を高さ50cmからスランプ
板の四隅へ順に自由落下させてタンピングを
行い，各スランプフローに達するために必要
なタンピング回数を記録する
図 4-7 タンピング試験模式図 
表 4-4 測定項目 
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(3) 応答加速度の測定 
 スランプが 8.0±1.0cm，空気量が 4.5±1.5%を満たしていることを確認した後，
タンピング試験と平行して，応答加速度の測定を行った。加振後の高さが 250mm
となるように試料を鉄筋の内側部分に投入した後，内部振動機を加振した状態
で型枠底面から 125mm の位置まで挿入し，内部振動機の作用によってかぶり部
へ流動させ，締固めを行った。このとき，内部振動機表面および型枠の内部には
加速度センサを設置し，応答加速度を測定した。 
 加速度センサの配置を図4-8に示す。内部振動機の挿入位置を鉄筋から250mm
としたケース 1 では，振動機表面およびそこから 100mm 間隔で加速度センサを
設置し，計 4 箇所で応答加速度の測定を行った。内部振動機の挿入位置を鉄筋
から 150mm としたケース 2 では，振動機表面およびそこから 100mm 間隔で加
速度センサを設置し，計 3 箇所で応答加速度を測定した。内部振動機を鉄筋か
ら 80mm の位置に挿入したケース 3 では，加速度センサは振動機の表面ならび
にそこから 130mm の位置に設置した。各ケースにおける加速度センサの配置状
況を図 4-9に示す。 
 応答加速度の測定手順を以下に示す。 
 
1) 内部振動機の表面および型枠内部に応答加速度を設置する。 
2) コンクリートを鉄筋より内側に，加振後の高さが 250mm となるように投入
する。 
3) 内部振動機の電源を入れ，加速度センサが型枠底面から 122mm の高さとな
るように，型枠底面から 122mm の深さまで内部振動機を 1 秒以内で垂直に
挿入する。 
4) 応答加速度を測定する。 
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図 4-8 タンピング試験模式図 
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(1) ケース1
(3) ケース3
(2) ケース2
図 4-9 加速度センサの配置状況 
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 応答加速度の測定はサンプリング間隔を 1.00×10-4 秒として行った。測定開始
から 0.5～1.5 秒の間での最大加速度と最小加速度の絶対値を平均したものを 1
秒時点での内部振動機の応答加速度とし，秒単位で解析を行った。応答加速度波
形の一例を図 4-10に示す。 
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図 4-10 加速度波形 
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4.3 実験結果および考察 
 
4.3.1 フレッシュ性状試験結果 
 コンクリートのフレッシュ性状試験結果を表 4-5 に示す。コンクリートの目
標スランプは 8.0±1.0cm,目標空気量は 4.5±1.5%とした。所定のフレッシュ性状
とするために使用した混和剤の使用量も併せて示している。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
1 7.5 4.5 16 0.5 0.01
2 9 5.5 22 0.5 0.01
3 7.5 4.5 14 0.5 0.01
1 7 4 16.5 0.4 0.008
2 8.5 3.5 15 0.4 0.008
3 8 4 17.5 0.4 0.008
1 8 4.5 15 0.25 0.006
2 8.5 4.5 18.5 0.25 0.006
3 7.5 4 13 0.25 0.006
AE減水剤
（C×%）
AE助剤
（C×%）
スランプ
（cm）
空気量
（%）
温度
(℃)
ケース
37
42
47
細骨材率
(%)
表 4-5 フレッシュ試験全結果 
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4.3.2 タンピング試験 
(1) タンピング試験結果 
 タンピング試験の全測定結果を表 4-6 に示す。スランプフローが所定の値と
なったときの，円形保持性，スランプおよびタンピング回数を示している。表中
の○は所定のスランプフロー時において試料上面の円形が保持されていること
を示し，×は円形が保持されていないことを示している。なお，ケース 1，2 お
よび 3 は，打設日が異なるため，配合が同一であってもその都度タンピング試
験を行った。 
 
 
 
 
 
 
 
 
初期 250 300 350 400 450
1 ○ ○ ○ ○ × ×
2 ○ ○ ○ × × ×
3 ○ ○ × × × ×
1 7.5 11 14 17.5 20 22
2 9 12.5 16 19 22 23.5
3 7.5 11 16 18.5 21 22
1 0 20 45 84 117 144
2 0 6 17 31 52 74
3 0 11 33 48 72 88
1 ○ ○ ○ ○ ○ ○
2 ○ ○ ○ ○ ○ ×
3 ○ ○ ○ ○ ○ ○
1 7 9.5 12 16.5 20.5 22.5
2 8.5 14 19 23 25 27
3 8 10.5 17 19.5 22 23.5
1 0 10 27 52 80 118
2 0 10 38 69 100 136
3 0 8 36 57 82 118
1 ○ ○ ○ ○ ○ ○
2 ○ ○ ○ ○ ○ ○
3 ○ ○ ○ ○ ○ ○
1 8 13.5 18 20 21.5 23
2 8.5 10.5 15.5 17.5 21 22.5
3 7.5 13.5 16.5 18 20.5 23
1 0 15 35 47 59 76
2 0 4 14 24 38 51
3 0 10 24 32 48 68
s/a
(%)
ケース 測定項目
スランプフロー(mm)
タンピング回数
円形保持
スランプ(cm)
タンピング回数
42
47
37
円形保持
スランプ(cm)
タンピング回数
円形保持
スランプ(cm)
表 4-6 タンピング試験全結果 
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(2) 流動性に関する考察 
 図 4-11に，タンピング試験における各スランプフロー時のタンピング回数を
配合ごとに示す。細骨材率 37%の場合，配合が同じであるにも関わらず，ケース
1 のときにタンピング回数が明らかに増大している。これは，配合が同じである
ことから，木製の棒を自由落下させる高さのばらつきにより，試料に伝達するエ
ネルギーが他の場合と異なったことが原因と考えられる。したがって，以下では
細骨材率 37%のケース 1 の結果を考察の対象から外すこととすると，細骨材率
37%および細骨材 47%の場合はタンピング回数が少なく，細骨材率 42%の場合
はタンピング回数が多くなる傾向があることがわかる。この結果より，細骨材率
47%の場合は粉体量が多く粘性が高いため流動性が高く，細骨材率 42%の場合，
粉体量の減少によって流動性が低いことが示された。細骨材率 37%の場合は，
粗骨材を取り巻くペースト分の不足によって粘性が低下し，骨材が分離して拡
がったため，タンピング回数が減少したものと考えられる。さらに，これらの結
果から，細骨材率 37 および 47%に比べ，細骨材率 42%の場合では締固め完了に
必要なエネルギーが高いことが推察される。また，以上より，スランプが同一で
あってもスランプフローが所定の値となったときのタンピング回数は相違し，
コンクリートの流動性をより詳細に評価することができたと考えられる。 
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図 4-11 各スランプフロー時のタンピング回数 
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(3) 材料分離抵抗性に関する考察 
 タンピング過程における上面円形保持性を図 4-12に示す。各スランプフロー
時に上面の円形保持の有無を観察し，円形が保持されていないと判断した時点
を図中に丸(●)で示している。細骨材率 37%のケース 1 の結果は，木製の棒を自
由落下させる高さのばらつきにより，試料に伝達するエネルギーが他の場合と
異なったためと考え，考察の対象から外すこととする。細骨材率が低いほど試料
上面の円形保持性は低下する傾向にあり，特に，細骨材率 37%の場合は，少ない
タンピング回数で上面の円形が崩壊していることがわかる。これは，細骨材率が
低いほど，粉体量が減少し粘性が低下するため，より少ないエネルギーで円形が
崩壊したものと考えられる。一方，細骨材率が高い場合，衝撃を加えた際に試料
の上部は粘性の影響が卓越し変形を起こさず，試料の下部のみが変形したもの
と考えられる。この結果より，細骨材率が低いほど材料分離抵抗性が低く，特に
細骨材率 37%の場合，振動締固めの初期に材料の分離が生じる危険性が高いこ
とが示された。また，スランプが同一であっても，試料上面の円形保持性は異な
り，タンピング試験によって材料分離抵抗性を評価できることが示された。 
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図 4-12 試料上面の円形保持性 
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4.3.3 配合が相違するコンクリートの振動伝搬特性 
(1) ケース 1(内部振動機挿入位置：250mm) 
 ケース 1 の，各位置における 60 秒間の応答加速度の推移を配筋条件ごとに図
4-13 に示す。なお，かぶり部における応答加速度の解析にあたって，撮影した
充填状況の動画より加速度センサを配置した高さまで充填されていないと判断
できる場合には，応答加速度の値を 0 とした。 
芯間隔 125mm の場合，細骨材率 37%のときに，内部振動機から 100mm の位
置と比べ，200mm の位置では応答加速度の値が全体的に低い値で推移している
ことがわかる。また，かぶり部に設置した加速度センサの高さまで試料が充填さ
れた後は，内部振動機からの距離が 200 および 300mm の位置(かぶり部)におけ
る応答加速度の値はほぼ同じ値で推移している。鉄筋を配置した位置が内部振
動機から 250mm であることから，鉄筋近傍で応答加速度が減衰していることが
示された。これは，鉄筋間隙部で粗骨材によるブロッキングが生じたことを示し
ており，それによって鉄筋近傍の試料の動きが拘束された結果であると考えら
れる。細骨材率 42%の場合，内部振動機から 100 および 200mm の位置では，応
答加速度は同様の値で推移しているが，振動機から 300mm の位置(かぶり部)に
おける応答加速度は，加速度センサを設置した高さまで試料が充填された後，緩
やかに上昇しているが低い値を示している。一方，細骨材率 47%の場合，内部振
動機からの振動機からの距離に伴う応答加速度の減衰は認められないが，振動
機からの距離が大きいほど締固め初期における振動の伝播がやや遅いことが確
認できる。これらの結果は，粉体量が多く粘性が高いほど，振動の伝播には時間
的遅れがわずかに生じるが，試料が一体となって動くため鉄筋配置による影響
は小さいことを示している。 
 芯間隔 90mm の場合，細骨材率 37%のときでは，内部振動機からの距離が大
きいほど応答加速度が低く，減衰していることがわかる。振動機から 300mm の
位置(かぶり部)では，加速度センサの高さまで試料が充填された後も応答加速度
は低い値となっている。これは，粗骨材によるブロッキングが生じたことによっ
て，かぶり部には振動がほとんど伝播せず，鉄筋近傍である振動機から 200mm
の位置においても試料の動きが拘束されたためであると考えられる。また，細骨
材率 42%の場合では，かぶり部における応答加速度がやや低い値で推移してい
るが，細骨材率 47%の場合，内部振動機からの距離の増大に伴う応答加速度の
減衰はほとんど認められず，粉体量が多く粘性が高いほど鉄筋を配置したこと
による影響は小さいことが示された。 
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図 4-13 応答加速度の推移(ケース 1) 
第 4 章 振動伝播特性に及ぼす配筋ならびに締固め条件の影響 
84 
 
(2) ケース 2(内部振動機挿入位置：150mm) 
 ケース 2 における, 各位置で測定された 60 秒間の応答加速度の推移を配筋条
件ごとに図 4-14に示す。いずれの場合も鉄筋前後で加速度の値に大きな変化は
認められない。かぶり部の充填が遅かった配合においても，試料が充填された後
の応答加速度の値は内部振動機からの距離によらず概ね同等の値で推移してい
る。芯間隔 125mm とした場合，細骨材率 37%としたときに，ほかの配合と比べ
て応答加速度が全体的にやや低い値となっているが，これは，粉体量が少ないた
め配筋の影響を受けたものと考えられる。一方，芯間隔 90mm とした場合では，
応答加速度の値は配合によらずほぼ同じ値を示している。 
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(3) ケース 3(内部振動機挿入位置：80mm) 
 ケース 3 で測定されたかぶり部における応答加速度を図 4-15に示す。芯間隔
125 の場合，細骨材率 37%の応答加速度値がわずかに低いが，いずれの配合も概
ね同等の推移を示している。芯間隔を 90mm とした場合においても，配合によ
る応答加速度の相違は認められない。 
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4.3.4 振動伝搬特性に及ぼす配筋条件の影響 
(1) ケース 1(内部振動機挿入位置：250mm) 
 ケース 1 における，加振後 15 秒間の平均応答加速度と内部振動機からの距離
の関係を図 4-16 に示す。芯間隔 125mm の場合を実線で，芯間隔 90mm の場合
を点線で示している。細骨材率 37%の場合，鉄筋の芯間隔を 125mm から 90mm
に変更したことによって，全体的に応答加速度の値が小さくなっており，また，
鉄筋近傍で応答加速度が大きく減衰していることがわかる。一方，細骨材率 42
および 47%の場合，鉄筋の芯間隔を変更したことによる応答加速度の変化は認
められない。この結果より，細骨材率 37%の場合，粗骨材のブロッキングによっ
て配筋条件の影響を受けやすいが，粉体量を高めた細骨材率 42 および 47%の場
合では，配筋条件による影響は小さいことが示された。図 4-17に各位置で測定
された応答加速度を配合ごとに示す。また，加振後 1～6 秒の平均応答加速度と
内部振動機からの距離の関係を配合ごとに図 4-18に示す。細骨材率 37%の場合，
配筋条件の影響が早期に認められるが，細骨材率 47%の場合は，配筋条件によ
らず加振直後から応答加速度が増加していることがわかる。 
 
(2) ケース 2(内部振動機挿入位置：150mm) 
図 4-19は，ケース 2 で測定された鉄筋近傍およびかぶり部における応答加速度
を配合ごとに示したものである。多少ばらつきはあるが，どの配合においても，
応答加速度は鉄筋の芯間隔によらず同等の値を示しており，配筋条件の影響は
認められない。 
 
(3) ケース 3(内部振動機挿入位置：80mm) 
 ケース 3 で測定された鉄筋近傍およびかぶり部における応答加速度を配合ご
とに図 3-20に示す。ケース 3 においても，応答加速度の値は鉄筋の芯間隔や配
合によらず同程度であり，配筋条件による影響は認められない。 
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4.3.5 振動伝搬特性に及ぼす締固め条件の影響 
 加振後 15 秒間のかぶり部における平均応答加速度と内部振動機の挿入位置の
関係を図 4-21 に，かぶり部で測定された応答加速度の推移を図 4-22 に示す。
なお，芯間隔 125mm の場合を実線で，芯間隔 90mm の場合を点線で示し，鉄筋
から振動機までの距離を内部振動機の挿入位置としている。多少ばらつきはあ
るが，内部振動機の挿入位置を鉄筋に近づけることによって配合によらず応答
加速度は増加する傾向が認められ，締固め性が向上したことがわかる。細骨材率
37%の場合，ケース 1 では配筋条件による影響が大きいが，内部振動機をより鉄
筋に近い位置に挿入したケース 2 およびケース 3 では，芯間隔を 125mm から
90mm に変更したことによる応答加速度の減少は認められない。これは，内部振
動機を鉄筋に近づけることによってブロッキングが抑制されたためであると考
えられる。いずれの場合においても，内部振動機の挿入位置が鉄筋に近いほど締
固め性が向上していることが認められる。 
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4.3.6 締固めエネルギー 
 ケース 1 で測定された応答加速度をもとに算出した締固めエネルギーの推移
を図 4-22に示す。締固めエネルギーは式(4-1)により算出した 6）。 
f4
t
E
2
2
max
t


           (4-1) 
 ここで，Et：t 秒間にコンクリートが受ける締固めエネルギー(J/L)，t：振動時
間(s)，αmax：最大加速度，f：振動数(Hz)，ρ：単位容積質量(kg/L) 
 なお，振動機をコンクリート中に挿入した時の振動数は，挿入前の 0.98～0.99
であり 7)，挿入前とほとんど変化しないことから，コンクリートの振動数を内部
振動機と同じ 50Hz と仮定した。 
 当然ながら，いずれの場合においても，コンクリートが受ける締固めエネルギ
ーは振動機からの距離の増大に伴い減少している。また，応答加速度の結果と同
様，細骨材率が小さいほどかぶり部における締固めエネルギーは小さくなる傾
向があり，芯間隔 90mm の場合では，その傾向がより顕著となっている。細骨材
率 37%の場合，芯間隔 90mm の鉄筋を配置することによって振動機から 200mm
の位置においても締固めエネルギーの値が低くなっている。 
 ケース 1 からケース 3 で測定されたかぶり部の応答加速度をもとに算出した
締固めエネルギーの推移を図 4-23 に示す。芯間隔 125mm の場合，ケース 1 で
は，細骨材率 42 および 37%のときコンクリートが受ける締固めエネルギーが小
さいが，ケース 2 およびケース 3 では，締固めエネルギーが早期に増加してい
ることが確認できる。芯間隔 90mm の場合，ケース 1 では細骨材率が小さいほ
ど締固めエネルギーは低くなっている。一方，振動機の挿入位置を鉄筋位置に近
づけたケース 2 および 3 では，細骨材率 42%の場合において他と異なる傾向を
示すが，細骨材率 37 および 47%の場合には，やはり振動機の挿入位置が鉄筋に
近いほど締固めエネルギーが早期に増加している。これは，内部振動機を鉄筋位
置付近に挿入することによって，鉄筋近傍における粗骨材のブロッキングが抑
制され，加速度の減衰が抑えられたことを示している。 
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図 4-23 コンクリートが受ける締固めエネルギー(ケース 1) 
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図 4-24 かぶり部のコンクリートが受ける締固めエネルギー 
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4.3.7 締固め完了時間 
 締固めエネルギーが締固め完了エネルギーに達するまでの時間を算出するこ
とで，締固め完了の時間を求めることができる。締固め完了エネルギーは，締固
め度 99.5%に達する締固めエネルギーのことであり，本来であれば締固め性試験
を行うことで求めることができる。本研究では締固め性試験は検討内容から外
してあるため直接的に締固め完了エネルギーを求めることはできないが，ここ
では，既往の研究成果を参考に締固め完了エネルギーを仮定し，締固め完了に必
要な時間を算出する。 
 梁ら 1)はスランプ 8cm，水セメント比 50%のコンクリートを対象として，細骨
材率が締固め完了エネルギーに及ぼす影響について検討を行っており，その結
果を表 4-7 のようにまとめている。タンピング試験の結果，所要のスランプフ
ローに達するまでのタンピング回数が細骨材率 37および 47%の場合では同程度
であったが，細骨材率 42%の場合，タンピング回数が多くなる傾向があること
から，細骨材率 37 および 47%に比べ，細骨材率 42%の場合では締固め完了に必
要なエネルギーが高いことが推察される。そこで，実測スランプは異なるが，本
研究では細骨材率 37，42 および 47%のコンクリートに対して，締固め完了エネ
ルギーをそれぞれ 1.340，2.372 および 2.089(J/L)と仮定する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
33 9.0 3.7 3.194
39 12.0 3.8 1.340
43 9.0 4.0 2.372
45 8.5 4.8 1.938
48 6.0 4.3 2.089
細骨材率
(%)
スランプ
(cm)
空気量
(%)
締固め完了
エネルギー
(J/L)
表 4-7 既往の研究で算出された締固めエネルギー 
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 かぶり部の締固め完了に必要な時間を算出した結果を表 4-8 に示す。使用材
料や配合等が相違するため，直接的には評価することはできないが，コンクリー
トの配合，配筋条件あるいは内部振動機の挿入位置によって，締固め完了に必要
な時間は異なっている。細骨材率 37%の場合，ケース 1 で芯間隔 90mm とした
ときでは 60 秒間加振しても十分に締め固まらないことになる。また振動機の挿
入位置を鉄筋から 150mm の位置に近づけたケース 2 では，配筋条件によらず
17 秒間の振動でほぼ締固めが完了し，さらに振動機を鉄筋の近く(80mm)に挿
入することによって 15 秒以内で締固めが完了することがわかる。締固め完了に
必要な時間は細骨材率が高いほど短くなる傾向があり，細骨材率 47%の場合，
振動機の挿入位置を鉄筋から 150mm とすれば 15 秒以下で締固めを完了でき
る。また内部振動機の挿入位置を鉄筋に近づけることで締固め完了に必要な時
間はさらに短くすることが可能となり，振動機の挿入位置を鉄筋から 80mm と
したケース 3 では，細骨材率が小さい場合も含め必要な加振時間は 15 秒程度と
なっている。 
表 4-8は一例ではあるが，このように各種条件でのデータを蓄積することで，
コンクリートの配合および配筋条件に応じて内部振動機の挿入位置および振動
時間を適切に定めることが可能となる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
ケース1 ケース2 ケース3
125 21 16 11
90 × 17 8
125 58 20 8
90 48 12 26
125 20 10 7
90 20 13 8
s/a
(%)
芯間隔
(mm)
締固め完了に必要な時間(s)
37
42
47
表 4-8 締固め完了に必要な時間 
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4.4 まとめ 
 
本章では，細骨材率が相違するコンクリートを鉄筋より内側にのみ打ち込
み，内部振動機の作用によってかぶり部へ流動・充填させた場合を対象とし
て，応答加速度の測定を行うことにより振動伝搬特性に及ぼす配筋ならびに締
固め条件の影響を検討した。本章で得られた知見を以下に示す。 
 
(1) 鉄筋近傍における応答加速度の減衰は，細骨材率が小さく粉体量が少ない
ほど大きく，特に，細骨材率 37%の場合では，鉄筋近傍における応答加速
度の減衰が顕著であり，締固めが不十分となる危険性が高い。 
(2) 細骨材率 37%の場合，格子状に組まれた鉄筋の芯間隔を 125mm から 90mm
に変更することで，粗骨材のブロッキングが生じやすくなるため，応答加
速度の値が大幅に減少する。一方，粉体量を高めた細骨材率 42 および 47%
の場合では，配筋条件の影響はほとんど認められず，粉体量を高めること
によって，締固め性が向上することが示された。 
(3) 内部振動機の挿入位置を鉄筋に近づけることによって配筋条件によらず応
答加速度の値は増加する。細骨材率 37%の場合においても振動機挿入位置
を適切に定めることによって，鉄筋近傍およびかぶり部の締固め性を確保
することが可能である。 
(4) コンクリートの配合，配筋および締固め条件によって締固め完了に必要な
時間は異なるが，あらゆる条件でのデータを蓄積することによって，内部
振動機の挿入位置および振動時間を適切に定めることができる。 
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第 5章 結論 
 
 本研究は，細骨材率が異なるスランプ 8cm のコンクリートを鉄筋の内側に打ち込み，内
部振動機の振動によってかぶり部へ流動・充填させた場合を想定し，細骨材率が異なるコン
クリートの締固め特性に及ぼす配筋条件ならびに締固め条件の影響について検討したもの
である。本研究の条件下で得られた知見を以下にまとめる。 
 
5.1 かぶり部の充填性に及ぼす配筋ならびに締固め条件の影響 
 第 3章では，かぶり部表面の充填状況を観察することによって，かぶり部の充填性に及ぼ
す配筋ならびに締固め条件の影響について検討した。内部振動機の振動によってかぶり部
へ流動させる場合，かぶり部に未充填部が残る危険性が高い。特に，細骨材率 37%の場合，
格子状に組まれた鉄筋の芯間隔を 90mm としたときに，鉄筋間隙部で粗骨材によるブロッ
キングが生じ，かぶり部の充填性が大きく低下する。粗骨材によるブロッキングは内部振動
機を鉄筋の近くに挿入することによって解消され，細骨材率 37%の場合であっても内部振
動機の挿入位置を適切に定めることによって充填性は向上する。また，細骨材率 47%の場
合では，鉄筋の芯間隔を 125mmから 90mmに変更しても充填性の低下はほとんど認められ
ず，配筋が密であっても，粉体量を高めることによってかぶり部の充填性は向上することが
示された。 
 
5.2 振動伝播特性に及ぼす配筋ならびに締固め条件の影響 
 第 4 章では，応答加速度の測定を行うことにより振動伝搬特性に及ぼす配筋ならびに締
固め条件の影響を検討した。鉄筋近傍における応答加速度の減衰は，細骨材率が小さく粉体
量が少ないほど大きい。細骨材率 37%の場合では，鉄筋近傍における応答加速度の減衰が
顕著であり，特に，鉄筋の芯間隔を 90mmとした場合では，粗骨材のブロッキングにより振
動の伝播が阻害されるため，締固めが不十分となる危険性が高い。一方，粉体量を高めた細
骨材率 42および 47%の場合では，配筋条件の影響はほとんど認められず，粉体量を高める
ことによって，締固め性が向上する。また，内部振動機の挿入位置を鉄筋に近づけることに
よって配筋条件によらず応答加速度の値は増加し，細骨材率 37%の場合においても鉄筋近
傍およびかぶり部の締固め性を確保することが可能である。コンクリートの配合，配筋およ
び締固め条件によって締固め完了に必要な時間は異なるため，各種条件でのデータを蓄積
し，内部振動機の挿入位置および振動時間を適切に定めることが重要である。 
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5.3 今後の検討課題 
 本研究では，細骨材率を変化させ，かぶり部におけるコンクリートの充填性および振動伝
播特性に着目して検討を行った。過度な締固めを行うと，ブリーディングにより鉄筋の下部
などに水がたまりやすく，構造物の品質を損なう原因となることが知られているが，本研究
ではブリーディングに関する検討は行っていない。したがって，ブリーディングに関する検
討も踏まえて，各種条件でのデータを蓄積することが今後の検討課題として挙げられる。 
